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Ⅰ．事業報告
１．企業集団の現況
⑴　対処すべき課題
①　経営方針

当社グループは、「社会から信頼される企業であること。清く、正しく、美しく、事業を行
うこと。」を社是とし、事業の発展と社員の幸福を一致させるべく活動し、お客様、取引先お
よび株主が、ともに満足を得られる経営を行い、社会に貢献することを基本理念としておりま
す。当社グループは「100年続く企業」に向け、当社グループを取り巻く事業環境の変化に対
して、持続的な成長を実現する企業体への転換を推進し、継続的な企業価値向上を追求してま
いります。

②　中期経営計画における重点方針の取組状況
当社グループは、当事業年度における中期経営計画「Marketing Solution 2026　ＤＭＳ

ＣからＭＳＣへ」を策定し、二大重点方針に「成長軌道への回帰　事業ポートフォリオの修
正」「実効性のあるResponsibility経営の推進」を掲げ、事業領域の拡大、顧客提供価値の向
上に取り組んでまいりました。

ⅰ）成長軌道への回帰　事業ポートフォリオの修正
成長ドライバーであるソリューション事業におきましては、物流代行、決済代行、マーケ

ティングサポートの業容拡大に努め増収となりましたが、決済代行における個別債権の不払
率が悪化したことに伴う貸倒引当金計上の影響により収益性が低下いたしました。

収益の源泉である通販事業におきましては、円安や物価上昇が続くなか、販売価格のコン
トロールやコストの低減に取り組むなど、収益性の確保に努めてまいりました。

ｅコマース事業におきましては、不採算事業からの撤退を含めた事業再建に取り組んだ結
果、黒字に転換いたしました。

ⅱ）実効性のあるResponsibility経営の推進
「語る」のではなく「やる」をテーマに、マテリアリティ（重要課題）に基づいて設定し

た中長期的な目標の達成に向けて、「企業価値向上に向けた取組み」「環境配慮、脱炭素社
会への不断の取組み」「タスク・ダイバーシティ経営の推進」の観点からそれぞれの取組み
を実施しております。引き続き、目標の達成に向けた実効性のある取組みを推進してまいり
ます。

＜マテリアリティ（重要課題）＞
■より良い商品・サービスの開発を通して、豊かな暮らしづくりをサポートする
■少子高齢化社会によって起こる社会問題の解決
■環境負荷の低減
■ＳＣＭ強化による安心安全な商品提供
■タスク・ダイバーシティ経営の推進
■地域社会への貢献
■コーポレート・ガバナンスの強化

③　今後の見通しおよび経営戦略
今後の見通しにつきましては、当社グループを取り巻く経営環境は、雇用・所得環境は改善

がみられるものの、エネルギー・原材料価格の高騰や金利の上昇、金融為替市場の変動、不安
定な国際情勢等の影響に加えて、米国の新政権による政策動向の景気への懸念により、不透明
な状況が続くことが見込まれます。小売業界におきましては、短期的には人件費、物流費等の
上昇や、物価高騰に伴う消費マインドの低下に加えて、中長期的には人口減少や少子高齢化に
伴うマーケットの縮小が懸念され、厳しい状況が続くことが予想されます。通販業界におきま
しては、ＥＣ・通販市場の拡大ペースは鈍化しており、また、参入業者の増加に伴い業種・業
態を越えた競争が激化していることから、通販ソリューションサービスの重要性が増していま
す。さらに、人材不足や人件費高騰などを背景に、ビジネスプロセスアウトソーシングの需要
の拡大も予想されております。

このような外部環境を踏まえて、当社グループは、中長期ビジョンに「真のＭＳＣ（マーケ
ティングソリューションカンパニー）になるために、マーケティングソリューション領域で独
自性を磨く」を掲げ、ダイレクトマーケティング市場に限定せず事業領域の拡大に取り組むと
ともに、独自性の高いビジネスモデルを追求し、収益力の向上を図ってまいります。2025年
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度におきましては、ＬＰＢ（Logistics、Payment、ＢＰＯ）に経営資源を集中し、「独自性
を追求した収益力の強化」および「機動性のあるResponsibility経営の推進」の二大重点方針
に取り組むことで、当社グループの企業価値の向上に努めてまいります。

区　　　　　分 主 な 事 業 の 内 容

ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業
通信販売事業者およびＥＣ事業者向け通信販売代行事業
（主な商材：物流代行サービス、決済代行サービス、マーケティング
サポート、ＢＰＯサービス等）

通 販 事 業 通信販売事業
（主な商材：アパレル、インナー、雑貨等）

ｅ コ マ ー ス 事 業
個人向けｅコマース事業
（主な商材：ブランド服飾雑貨、アウトドア用品、化粧品、雑貨、防災
用品、旅行等）

グ ル ー プ 管 轄 事 業 当社グループおよびソリューション事業の物流事業、不動産賃貸事業、
海外子会社の管理

⑵　主要な事業内容（2025年３月31日現在）
当社グループは、連結計算書類作成会社（当社）、子会社16社および関連会社１社で構成さ

れており、主な事業は、以下のとおりであります。

会 社 名 本　社 その他
株式会社スクロール

浜 松 市 中 央 区
東京都品川区
（東京本店）株式会社スクロール３６０

株式会社スクロールロジスティクス －

株式会社キャッチボール

東 京 都 品 川 区

－

株式会社もしも －

株式会社スクロールインターナショナル －

株式会社ＡＸＥＳ －

株式会社キナリ －

株式会社トラベックスツアーズ －

株式会社ナチュラム 大 阪 市 中 央 区 －

株式会社ミヨシ 大 阪 市 浪 速 区 －

株式会社ビーボーン 福 岡 市 中 央 区 －

詩克楽商貿（上海）有限公司 中 華 人 民 共 和 国 上 海 市 －

成都音和娜網絡服務有限公司 中 華 人 民 共 和 国
四 川 省 成 都 市 －

SCROLL VIETNAM COMPANY LIMITED ベトナム社会主義共和国
ホ ー チ ミ ン 市 －

SCROLL BANGLADESH COMPANY LIMITED バングラデシュ人民共和国
ダ ッ カ 市 －

⑶　主要な営業所（2025年３月31日現在）
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事 業 の 種 類 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業 367名 （ 210名） 56名増（ 16名増）

通 販 事 業 238名 （ 13名） 29名減（ 4名減）

ｅ コ マ ー ス 事 業 123名 （ 2名） 27名減（ 2名減）

グ ル ー プ 管 轄 事 業 192名 ( 740名） 34名増 ( 46名増）

合　　計 920名 （ 965名） 34名増（ 56名増）

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

305名（16名） 3名減（6名減） 41.6歳 12.5年

⑷　使用人の状況（2025年３月31日現在）
①　当社グループの使用人の状況

（注）１．使用人数は、就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外か
ら当社グループへの出向者を含む。）であり、臨時従業員数（パートタイマー、人材派遣会社か
らの派遣社員を含む。）は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．グループ管轄事業として記載されている使用人数は、当社の管理部門および株式会社スクロール
ロジスティクス等に所属しているものであります。

３．当連結会計年度より報告セグメントを変更しており、前連結会計年度末比増減は、変更後のセグ
メント区分に基づいております。

４．ソリューション事業におきましては、株式会社ビーボーンを連結子会社化したことにより、使用
人数が増加しております。

５．ｅコマース事業におきましては、グループ内での人員配置の最適化を推し進めた結果、使用人数
が減少しております。

６．当期より当社における休職者等について所属部門ではなく、管理部門にてカウントすることとし
たためグループ管轄事業にて使用人数が増加し、通販事業において使用人数が減少しておりま
す。

②　当社の使用人の状況

（注）使用人数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であ
り、臨時従業員数（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員を含む。）は（　）内に年間の平
均人員を外数で記載しております。

⑸　主要な借入先の状況
該当事項はありません。

⑹　その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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①　発行可能株式総数 110,000,000株
②　発行済株式の総数 34,415,000株
③　株主数 51,839名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,527千株 13.15％
丸紅株式会社 2,841 8.26
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,451 4.22
スクロール従業員持株会 648 1.88
ＪＰモルガン証券株式会社 525 1.53
BNYM SA/NV FOR BNYM FOR BNYM GCM 
CLIENT ACCTS M ILM FE 431 1.25

モリリン株式会社 404 1.18
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 
505223 295 0.86
BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG 
(FE-AC) 280 0.82
BNP PARIBAS NEW YORK BRANCH - PRIME 
BROKERAGE CLEARANCE ACCOUNT 250 0.73

消却した株式の種類及び総数 当社普通株式　683,550株
消却日 2025年３月25日

２．会社の現況
⑴　株式の状況（2025年３月31日現在）

④　大株主の状況（上位10名）

（注）１．持株比率は、自己株式（1,261株）を控除して計算しております。
２．持株比率は、小数点第３位を四捨五入して表示しております。

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対して交付した株式の状況
当社は、譲渡制限付株式報酬制度により業務執行取締役４名に対して、2024年６月28日

付で普通株式18,000株を交付いたしました。

⑥　その他株式に関する重要な事項
　　当社は、2025年３月14日開催の取締役会決議により、以下のとおり自己株式を消却いた
　しました。

⑵　新株予約権等の状況
①　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

該当事項はありません。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

③　その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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＜ご参考＞
政策保有株式について
　当社は、持続的な成長と社会的価値、経済的価値を高めるため、製品の安定調達や業務提
携など経営戦略の一環として、また、取引先および地域社会との良好な関係を構築し事業の
円滑な推進を図るため、必要と判断する企業の株式を保有することがあります。
　なお、個別の政策保有株式について、縮減していくことを基本方針として、取締役会にお
いて、毎期、保有目的の適切性、資本コストを踏まえた収益性、株価の状況、保有すること
による投資先企業との関係維持・強化等を総合的に検証しております。また、当該検証結果
を踏まえた中長期的な経済合理性の観点から判断し、保有株式の議決権を適切に行使してお
ります。
　当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資すると認められない株式が
ある場合は、株主として相手先企業との必要十分な対話を行います。
　また、当社は、政策保有株主との間で会社や株主共同利益を害する取引を行わず、当社株
式を保有する政策保有株主の方針を尊重し、売却等の妨害を行いません。
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地　位 氏　名 財務および会計等に関する見識

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 村 瀨 　 司

情報システムを中心とするコンサルティング企業を経営さ
れ、多数の企業のコンサルティング業務の経験を有するとと
もに、企業経営を監督する十分な見識を有しております。

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 宮 部 貴 之

衣料品・雑貨・家具等の無店舗事業および有店舗事業の経営
に長く携わられ、海外生産や輸入実務の経験を有するととも
に、企業経営を監督する十分な見識を有しております。

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 宮 城 政 憲

大手メーカーや複数の経営コンサルティングファームでの実
務経験と幅広い業種における人事、労務およびコーポレー
ト・ガバナンス関連に関する知見を有しており、企業経営を
監督する十分な見識を有しております。

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 一 杉 逸 朗

金融機関およびシンクタンクでの経験を有するとともに、財
務および会計ならびに企業経営全般を監督する十分な見識を
有しております。

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 小 野 亜 希 子

監査法人や民間企業での職務経験およびＭ＆Ａ等による企業
評価等の知見を有するとともに、公認会計士であり、財務お
よび会計ならびに企業経営全般を監督する十分な見識を有し
ております。

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 馬 場 知 瀨 子

衣料品・雑貨・化粧品等の販売店における運営およびマネジ
メントの職務経験を通じて、リテールやマーケティングにか
かる幅広い知見および人材の育成開発に関する知見を有して
おり、企業経営を監督する十分な見識を有しております。

区　分 氏　名 兼　職　先 兼職の内容
取 締 役

（ 監 査 等 委 員 ） 村 瀨 　 司 株 式 会 社 フ ァ ン ズ オ ン 代表取締役社長

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 宮 城 政 憲 Ｈ Ｒ Ｔ Ｆ 代 表

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 一 杉 逸 朗 木 内 建 設 株 式 会 社 社 外 監 査 役

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 小 野 亜 希 子

小 野 公 認 会 計 士 事 務 所
第 一 実 業 株 式 会 社
合同会社ブレインリンク

代 表
社 外 監 査 役
代 表 社 員

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 馬 場 知 瀨 子 株式会社Terra Ins ight 取 締 役

⑶　会社役員の状況
①　監査等委員の状況（2025年３月31日現在）

（注）当社は、監査等委員会の職務を補助するものとして、監査等委員会事務局を設置しており、同局が内
部監査対応を専属で担当することで監査等委員会の機能を支援することが十分可能であると判断さ
れるため、常勤の監査等委員を選定しておりません。

②　当事業年度中に退任した取締役
該当事項はありません。

③　その他会社役員に関する重要な事項
該当事項はありません。

④　社外役員に関する事項
ⅰ） 社外役員の重要な兼職の状況（2025年３月31日現在）

（注）１．取締役（監査等委員）宮城政憲氏の兼職先であるＨＲＴＦと当社との間には、業務委託料の総
額を10百万円未満とする人事施策等の支援に関する業務委託契約に基づく取引関係（2025
年３月31日をもって契約終了）がありました。

２．その他各取締役（監査等委員）の兼職先と当社との間に特別の関係はありません。
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氏　　名 取 締 役 会
出 席 状 況

監査等委員会
出 席 状 況

取 締 役 会 等 に お け る 発 言 状 況 及 び
期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役
（監査等委員）

村 瀨　 　司

14回／14回
（出席率100％）

14回／14回
（出席率100％）

会社経営およびＤＸ・ＩＣＴ分野に関する幅広い知識と
豊富な知見に基づき、取締役会等において、主にグルー
プの情報システムの課題対応および情報セキュリティ体
制のあり方などに関する発言を行っており、当社グルー
プにおけるシステムガバナンスの構築およびＩＣＴ基盤
の強化に向けた取組み等に関する監督、助言など適切な
役割を果たしております。また、監査等委員会および指
名報酬委員会の委員長として、当社グループの適切な委
員会運営に尽力しております。

取 締 役
（監査等委員）

宮 部 貴 之

14回／14回
（出席率100％）

14回／14回
（出席率100％）

会社経営および事業運営全般に関する幅広い知識と豊富
な知見に基づき、取締役会等において、主に海外ＳＣＭ
リスクへの対応ならびに適切な事業運営の提言および経
営課題への対応に関する発言を行っており、グループ事
業全般のリスクテイクおよび実効性のある業務執行等に
関する監督、助言など適切な役割を果たしております。

取 締 役
（監査等委員）

宮 城 政 憲

14回／14回
（出席率100％）

14回／14回
（出席率100％）

人事、労務およびコーポレート・ガバナンスに関する幅
広い知識と豊富な知見に基づき、取締役会等において、
主に現在の人手不足時代に即した人材採用および労務管
理の適正性・妥当性に関する発言を行っており、人的資
本経営およびグループ人材の充実等に関する監督、助言
など適切な役割を果たしております。

取 締 役
（監査等委員)

一 杉 逸 朗

14回／14回
（出席率100％）

14回／14回
（出席率100％）

金融機関・シンクタンクでの経験による財務および会計
ならびに経営全般に関する幅広い知識と豊富な知見に基
づき、取締役会等において、主にソリューション事業の
与信体制の充実および防災・ＢＣＰ関連のリスクマネジ
メント等に関する発言を行っており、グループリスクへ
の対応および事業課題への取組み等に関する監督、助言
など適切な役割を果たしております。

取 締 役
（監査等委員）

小 野 亜 希 子

14回／14回
（出席率100％）

14回／14回
（出席率100％）

監査法人・民間企業での経験およびＭ＆Ａ等による企業
評価等に関する幅広い知識と豊富な知見ならびに公認会
計士としての専門的見地から、取締役会等において、主
にＭ＆Ａの実効性および会計・決算体制の適正化等に関
する発言を行っており、当社グループのＭ＆Ａ戦略およ
び経営管理の適正化等に関する監督、助言など適切な役
割を果たしております。

取 締 役
（監査等委員）

馬場知瀨子

11回／11回
（出席率100％）

11回／11回
（出席率100％）

リテール事業およびマーケティング全般に関する幅広い
知識と豊富な知見に基づき、取締役会等において、主に
企業ブランディングほかマーケティングの適正性や妥当
性を確保するための発言を行うとともに、多様な人材育
成に関する発言を行っており、実践的な事業運営および
人的資本経営の充実等に関する監督、助言など適切な役
割を果たしております。

ⅱ） 特定関係事業者との関係
 該当事項はありません。

ⅲ） 当事業年度における主な活動状況

（注）１．上記の活動状況のほか、会社法第370条および当社定款第25条の規定に基づき、取締役会決
議があったものとみなす３回の書面決議に全員が参加しております。

２．取締役（監査等委員）馬場知瀨子氏については、2024年５月31日開催の第83期定時株主総
会において新たに監査等委員である取締役に選任されましたので、監査等委員である取締役に
就任した後に開催された取締役会および監査等委員会の出席状況を記載しております。
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⑤　責任限定契約の内容の概要
当社と各取締役（監査等委員）とは、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度

額としております。

⑥　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
当社は、会社法第430条の３に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結

し、当該保険により被保険者が負担することとなる法律上の損害賠償金および争訟費用等の
損害を填補することとしております。当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は、当社取締
役ならびにグループオフィサーおよびセグメントオフィサーです。

⑦　補償契約に関する事項
該当事項はありません。

区　　　分 支 払 額
当社が支払うべき当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 54百万円
当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額 54百万円

⑷　会計監査人の状況
①　名称

EY新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、当社が支払うべき
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏
まえ、監査方法および監査内容などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社
法第399条第１項および第３項に規定する同意を行っております。

③　非監査業務の内容
該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある等、その必要があると判断した場合

は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。

また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると
認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場
合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、
会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。
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⑸　剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本的な方針としており、

これらの剰余金の配当等の決定機関は、いずれも取締役会です。
当事業年度の期末配当金につきましては、配当の基本方針に基づき、１株当たり27円50銭 と

させていただきます。これにより、中間配当金24円と合わせて年間配当金は51円50銭 となり
ます。

＜株主還元に関する基本方針＞
当社グループは、ＲＯＥ重視の経営を推進し、直接的な利益還元と中長期的な株主価値の最大

化を目指しております。
配当につきましては、株主資本配当率（ＤＯＥ）４％を下限とし、連結配当性向40％を目処

として実施することを基本目標としております。
内部留保につきましては、企業価値最大化を目的とした成長投資と安定的利益配分を実施した

うえで、さらに長期にわたり留保された余剰資金については機動的に自己株式の買入れなどを行
い、株主の皆さまに還元してまいります。

＜翌事業年度の株主還元に関する基本方針＞
当社グループは、ＲＯＥ重視の経営を推進し、直接的な利益還元と中長期的な株主価値の最大

化を目指しております。
配当につきましては、株主資本配当率（ＤＯＥ）４％を下限とし、連結配当性向50％を目処

として実施することを基本目標としております。
企業価値最大化を目的とした成長投資と安定的利益配分を実施したうえで、機動的に自己株式

の買入れなどを行い2029年度までに総還元性向が概ね60％となるよう、株主の皆さまに還元し
てまいります。
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⑹　業務の適正を確保するための体制
当社は、内部統制システムに関する基本方針、すなわち取締役の職務の執行が法令及び定款に
適合することを確保するための体制、その他株式会社の業務並びに当社及びその子会社から成る
企業集団の業務の適正を確保するための体制について、以下のとおり定めております。

①　当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制
当社は、グループ全体のコンプライアンスやリスク管理体制を統括する内部統制委員会を設
置し、内部統制委員会の決定に基づき内部統制の強化を図るとともに、内部監査部の指示によ
り必要に応じて取締役および使用人への研修、教育を実施いたします。
また、法令違反その他のコンプライアンスに関する事実について、取締役および使用人が直
接、情報提供を行う手段として、コンプライアンス担当取締役または社外弁護士を情報受領者
とする社内通報制度（スクロールグループ企業倫理ホットライン）を設置し、運用いたしま
す。
これらグループ全体の内部統制システムおよびその運用については、内部監査部が評価し、
その結果を内部統制委員会に報告いたします。

②　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務執行に関する情報・文書は、社内規程に基づいて保存するとともに、当該文書

は書面（電磁的記録を含む。）による集中管理を行い、取締役がいつでも閲覧できる状態を維
持いたします。

③　当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
グループ全体のリスク管理に関する基本的事項と体制をリスクマネジメント規程に定めると
ともに、内部監査部が組織横断的にリスク状況を把握し、適切な対応を図ります。
なお、内部監査部は、リスク管理体制の適正性について、独立した立場から監査を実施し、

その結果を内部統制委員会に報告いたします。

④　当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役会を毎月１回開催するほか必要に応じて随時開催し、重要事項の決定ならびに取締役
の業務執行状況の監督等を行います。
また、業務執行に関する詳細な事項の意思決定については、取締役およびグループオフィサ
ーで構成するグループ経営会議において慎重に協議するとともに、取締役は、取締役の職務執
行に関する意思決定の権限を明確にした規程に則り、職務を遂行いたします。
なお、取締役の職務の執行に関する監査は、監査等委員会が実施いたします。

⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
ⅰ）当社は、子会社管理規程に従い、グループ全体としての業務の適正を確保するための体制
を整備します。
ⅱ）当社における内部統制委員会には子会社社長も参画し、内部統制委員会の決定に基づいた
グループ全体の内部統制システムを運用することで、適切な監視体制および報告体制を確保
します。

⑥　当社の監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使
用人に関する事項
当社は、監査等委員会が使用人を置くことを求めた場合は、取締役（監査等委員である取締

役を除く。）の指揮命令に属さない専属の使用人を監査等委員会に配置し、監査業務を補助し
ます。
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⑦　前項の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項及び
監査等委員会による前項の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
監査等委員会の職務を補助する使用人の任命、人事異動、評価等については、事前に監査等
委員会の同意を得るものとし、取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性を確
保するものとします。

⑧　当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人が当社の監査等委員会に
報告をするための体制、その他の監査等委員会への報告に関する体制
ⅰ）当社の取締役および使用人ならびに子会社の取締役、監査役および使用人は、当社の業務
や業績に影響を与える重要な事項について当社の監査等委員会に報告するものとし、監査等
委員会はいつでも必要に応じて取締役および使用人ならびに子会社の取締役、監査役および
使用人に対して報告を求めることができます。

ⅱ）前項の報告を行った者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないよう必
要な措置を講じるものとします。

⑨　その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ⅰ）監査等委員会は、決裁書の検閲や取締役会およびグループ経営会議等重要な会議に出席す
ることを通じて、取締役の職務遂行状況を監査します。また、監査等委員会は、当社の会計
監査人から会計監査内容について説明を受けるとともに、情報交換等の連携を図ります。

ⅱ）監査等委員が職務の執行（監査等委員の職務の執行に関するものに限る。）について生じ
る費用の前払または償還等の請求をした場合は、監査の職務の執行に必要でないと明らかに
認められる場合を除き、会社は速やかに当該費用または債務を適切に処理します。

⑩　反社会的勢力排除のための体制
当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力や団体とは断固として対決し、一切
の関係を遮断するとともに、これらの活動を助長するような行為もいたしません。また、自ら
反社会的勢力の力を利用いたしません。万一、これら反社会的勢力とのトラブル等が発生した
場合には、法律の専門家や警察署等と連携し、毅然とした対応を行います。
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⑺　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
内部統制システムの基本方針に基づき実施した、当連結会計年度における当社の内部統制シス

テムの主な運用状況の概要は以下のとおりです。

①　重要な会議の開催状況
当連結会計年度における取締役会は14回開催され、取締役の職務執行の適法性を確保し、

取締役の職務執行の適正性および効率性を高めるために、当社と利害関係を有しない社外取締
役（監査等委員）が出席しております。また、監査等委員会は14回、内部統制委員会は４回
開催いたしました。

なお、 取締役会については、上記開催回数のほか、会社法第370条および当社定款第25条
の規定に基づき、取締役会があったものとみなす書面決議が３回ありました。

②　コンプライアンス教育の実施状況について
当連結会計年度においては、コンプライアンス全般および情報セキュリティをテーマに、グ

ループ全社員に対し、ｅラーニング教育を実施いたしました。さらに、管理職に対しては、外
部専門家を講師とした情報セキュリティ研修を実施いたしました。

③　監査等委員の職務の執行について
監査等委員は、決裁書の検閲や取締役会に出席することを通じて、取締役の職務遂行状況を

監査いたしました。また、監査等委員は、当社代表取締役、会計監査人との間で、それぞれ定
期的な意見交換会を実施いたしました。このほか、内部統制部門からその活動状況の報告を受
け、意見交換とともに依頼、指示を行っております。

④　当社グループの管理体制について
当社子会社については、子会社管理規程に従い、取締役会その他会議体の運営指導、各種規

程の整備と見直しを行っております。また、グループ全体での内部統制活動として、財務報告
整備活動、個人情報保護整備活動、ＢＣＰ整備活動、業務の有効性・効率性整備活動、リスク
マネジメント全般活動等を推進してまいりました。

⑤　反社会的勢力の排除について
当社は、取引先との契約書に反社会的勢力の排除に関する規定を設けるとともに、社員に対

する教育を実施することで、反社会的勢力との関係を一切遮断するよう努めております。

⑻　会社の財務及び事業の方針等の決定を支配する者のあり方に関する基本方針
当社は、以下のとおり、会社の事業方針等の決定を支配する者のあり方に関する基本方針を定

めております。

①　当社は、当社株式の大規模買付行為を行おうとする者がいた場合、株主が適切な判断をする
ための必要な時間の確保および十分な情報の収集に努め、あわせて取締役会の意見および法令
に基づいた適切な措置を講じ、これらについて、株主に対して十分な説明を行います。

②　取締役会は、株主が公開買付に応じる権利を不当に妨げる措置を講じません。
③　既存株主の権利に大きな変動を与える資本政策については、必要性・合理性を検討し、株主

に対して十分な説明を行います。

＜ご参考＞
当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方や「コーポレートガバナンス・ガイ

ドライン」につきましては、当社ウェブサイト（https://www.scroll.jp/sustainability/
governance/）に掲載しております。
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（2025年３月31日現在）
（単位　百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品
貯 蔵 品
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ エ ア
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

38,679
8,125

11,863
6,909
 926

10,154
 2,092

 △1,391
 17,352
 11,881

5,697
523

 5,511

0
148

 1,106
504
586

9
5

 4,364
 2,368
 1,387
1,343
△734　

流 動 負 債 17,903

買 掛 金 2,625

未 払 金 11,604

未 払 法 人 税 等 1,362

賞 与 引 当 金 665

そ の 他 1,644

固 定 負 債  1,658

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 51

環 境 対 策 引 当 金 1

退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,423

そ の 他 181

負 債 合 計 19,561

純 資 産 の 部

株 主 資 本 35,180

資 本 金 6,116

資 本 剰 余 金 7,045

利 益 剰 余 金 22,019

自 己 株 式 △1

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 1,290

その他有価証券評価差額金 1,180

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 40

為 替 換 算 調 整 勘 定 69

純 資 産 合 計 36,470

資 産 合 計 56,032 負 債 純 資 産 合 計 56,032

Ⅱ．連結計算書類
１．連 結 貸 借 対 照 表

※記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（ 2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで ）

（単位　百万円）
科 目 金 額

売 上 高 84,030
売 上 原 価 49,397

売 上 総 利 益 34,632
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 28,580

営 業 利 益 6,052
営 業 外 収 益

受 取 利 息 36
受 取 配 当 金 81
為 替 差 益 44
債 務 勘 定 整 理 益 60
償 却 債 権 取 立 益 56
そ の 他 126 406

営 業 外 費 用
支 払 利 息 10
譲 渡 制 限 付 株 式 関 連 費 用 7
そ の 他 15 33

経 常 利 益 6,424
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4
事 業 整 理 損 74 78

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 6,346
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,371
法 人 税 等 調 整 額 △292 2,079

当 期 純 利 益 4,267
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 4,267

２．連 結 損 益 計 算 書

※記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（ 2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで ）

（単位　百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
当 期 首 残 高 6,116 7,045 19,829 △815 32,176
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,442 △1,442
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 4,267 4,267
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 13 163 176
自 己 株 式 の 消 却 △650 650 －
自己株式処分差損益
の 振 替 637 △637 －
連 結 範 囲 の 変 動 2 2
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － 2,190 814 3,004
当 期 末 残 高 6,116 7,045 22,019 △1 35,180

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計その他有価証

券評価差額金
繰延ヘッジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 1,062 92 52 1,207 33,383
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,442
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 4,267
自 己 株 式 の 取 得 △0
自 己 株 式 の 処 分 176
自 己 株 式 の 消 却 －
自己株式処分差損益
の 振 替 －
連 結 範 囲 の 変 動 2
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 117 △51 16 82 82

当 期 変 動 額 合 計 117 △51 16  82 3,086
当 期 末 残 高 1,180 40 69 1,290 36,470

３．連結株主資本等変動計算書

※記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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４．連結注記表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

⑴　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況
ⅰ）連結子会社の数 16社
ⅱ）主要な連結子会社の名称 ㈱スクロール３６０、㈱キャッチボール、㈱もしも、

㈱ビーボーン、成都音和娜網絡服務有限公司、
詩克楽商貿（上海）有限公司、㈱スクロールインターナショナル、
SCROLL BANGLADESH CO.,LTD.、㈱ＡＸＥＳ、㈱ナチュラム、
㈱ミヨシ、㈱キナリ、㈱トラベックスツアーズ、
㈱スクロールロジスティクス、SCROLL VIETNAM CO.,LTD.

②　連結の範囲の変更に関する事項
当連結会計年度から、㈱ビーボーン、SCROLL BANGLADESH CO.,LTD.を連結の範囲に含めておりま

す。
㈱ビーボーンにつきましては、2024年４月11日を効力発生日として当社の連結子会社である㈱スクロ

ール３６０が株式を取得したため、連結の範囲に含めております。
SCROLL BANGLADESH CO.,LTD.につきましては、重要性が増加したことにより、連結の範囲に含め

ております。

③　非連結子会社の名称等
　　ⅰ）非連結子会社の名称   SCROLL SINGAPORE ENTERPRISE PTE. LTD.

ⅱ）連結の範囲から除いた理由　　非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利
益剰余金等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていな
いためであります。

⑵　持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した関連会社の状況
ⅰ）持分法適用の関連会社の数 １社
ⅱ）関連会社の名称 ㈱嘉翔ツーリズム

②　持分法を適用していない非連結子会社の状況
ⅰ）主要な会社名の名称            SCROLL SINGAPORE ENTERPRISE PTE. LTD.
ⅱ）持分法を適用しない理由　　　各社の当期純損益及び利益剰余金等からみて、持分法の対象から除

いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ重要性がないた
め持分法の適用範囲から除外しております。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、詩克楽商貿（上海）有限公司、成都音和娜網絡服務有限公司、SCROLL VIETNAM 
CO.,LTD.の決算日は12月31日であります。

また、SCROLL BANGLADESH CO.,LTD.の決算日は6月30日でありますが、12月31日現在で実施した
仮決算に基づく計算書類を作成しております。

連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引
については連結上必要な調整を行っております。

その他の連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法
ⅰ）有価証券

その他有価証券
市場価格のない株式等 　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
以外のもの 移動平均法により算定）
市場価格のない株式等 　移動平均法による原価法
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ⅱ）棚卸資産
商品 　主として先入先出法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
貯蔵品 　主として個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
ⅰ）有形固定資産 　主として定率法

（リース資産を除く） 　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く。）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ６～45年
機械装置及び運搬具 ２～17年

ⅱ）無形固定資産 　主として定額法
（リース資産を除く） 　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づいております。
ⅲ）リース資産 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

③　重要な引当金の計上基準
ⅰ）貸倒引当金 　売上債権、未収入金及び貸付金等の貸倒損失に備えるため、連結会

計年度末の一般債権については貸倒実績率等合理的な基準により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。

ⅱ）賞与引当金 　使用人及び使用人としての職務を有する役員に対して支給する賞与
に充てるため、支給予定見積額の連結会計年度負担分を計上しており
ます。

ⅲ）役員退職慰労引当金 　役員の退職慰労金支給に備えるため、内規に基づく連結会計年度末
所要額を計上しておりましたが、現在は、役員退職慰労金制度を廃止
しております。

連結会計年度末の役員退職慰労引当金残高は、役員退職慰労金制度
適用期間中から在任している役員に対する支給見込額であります。

ⅳ）環境対策引当金 　ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物の処理費用に充てるため、処
理費用見込額を計上しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法
ⅰ）退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。

ⅱ）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異及び過去勤務費用については、発生時の連結会計年度に全額費用処理しておりま

す。
ⅲ）小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都
合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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⑤　収益及び費用の計上基準
　当社グループの主な事業は、EC・通販事業者へのソリューション事業及びアパレル、雑貨、化粧
品・健康食品、旅行等の通信販売事業であります。
　ソリューション事業では、主として通信販売事業者及びEC事業者に対し物流代行サービス等の通信
販売代行サービスを、ｅコマース事業のうち旅行企画販売では、主としてバスツアーの企画販売等を行
っております。これらのサービス契約については、通常、サービスの提供が完了し、請求が可能となっ
た時点で収益を認識しております。
　また、通販事業及びｅコマース事業（旅行企画販売を除く。）では、主としてカタログやインターネ
ットを通じてアパレル、雑貨、化粧品等の商品販売を行っております。これらの商品販売取引では、通
常、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であることから、出荷時
に収益を認識しております。

⑥　重要なヘッジ会計の方法
ⅰ）ヘッジ会計の方法 　繰延ヘッジ処理によっております。

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理
によっております。

ⅱ）ヘッジ手段とヘッジ対象 　ヘッジ手段 ヘッジ対象
為替予約 外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

ⅲ）ヘッジ方針 　外貨建金銭債権債務の為替相場の変動リスクをヘッジしております。
ⅳ）ヘッジ有効性評価の方法 　ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であ

り、かつヘッジ開始時及びその後も継続して、相場変動又はキャッシ
ュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することができるため、
ヘッジの有効性の判定は省略しております。

⑦　のれんの償却に関する事項
のれんの償却については、投資効果の発現する期間を合理的に見積り、その見積期間に応じて均等償

却しております。ただし、金額的に重要性がないものについては発生時に一括償却しております。

⑧　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
グループ通算制度の適用　　　　　グループ通算制度を適用しております。

（会計方針の変更に関する注記）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下

「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首より適用しております。
法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第

20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定
める経過的な取扱いに従っております。なお、この会計方針の変更による連結計算書類への影響はありませ
ん。

（表示方法の変更に関する注記）

⑴　連結損益計算書

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めて表示しておりました「譲渡制限付株式関
連費用」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することといたしました。
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減損損失 －百万円
有形固定資産 11,881百万円
無形固定資産 1,106百万円

（会計上の見積りに関する注記）

⑴　固定資産の減損に係る見積り
①　当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した額

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

当社グループでは連結計算書類の作成にあたり、固定資産の減損に係る見積りが経営の実態を適切に反
映したものになるようグルーピングを行い、減損の兆候を判定します。兆候があると判定された資産等は
減損損失の認識の要否を判定し、その必要があると判定された場合は、金額を測定し連結計算書類へ計上
します。

固定資産のグルーピングは、投資の意思決定を行う事業を基礎としております。なお、連結子会社につ
いては規模等を鑑み会社単位を基礎として、遊休資産及び賃貸用資産等については物件毎に一つの資産グ
ループとしております。

減損の兆候の判定は、資産等を使用した営業活動から生じた損益の状況や、将来キャッシュ・フローの
見積りの基礎である営業損益について事業計画等とその実績との比較、経営環境及び市場価格の状況な
ど、当社グループが利用可能な情報に基づいて判定を行っております。このうち、事業計画等は取締役会
で承認されたものに基づいております。これには、当社グループの過去の経験と利用可能な情報に基づい
て設定した仮定に基づく将来の見積りが含まれます。

減損損失の認識の要否の判定は、資産等から得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額
を比較することによって行います。

減損損失を認識すべきであると判定された資産等については、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当
該減少額を減損損失として計上します。回収可能価額は正味売却価額又は使用価値のいずれか高いほうに
より測定しております。

当社グループの過去の経験と利用可能な情報に基づいて設定した仮定は将来の不確実性を伴うため、翌
連結会計年度において、資産等について新たに減損の兆候があると判定され、減損損失を認識する必要が
生じた場合には、同期間における連結計算書類に影響を与えるおそれがあります。

⑵　貸倒引当金の計上に係る見積り

①　当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した額
貸倒引当金　　2,126百万円
うち決済代行サービスに係る未収入金9,962百万円にかかる貸倒引当金2,123百万円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
・算出方法

当社グループの貸倒引当金の内、主なものはソリューション事業における決済代行サービスで発生
する未収入金 に関する引当金となります。引当金の算出に当たっては、債権の状況に応じて算出し
た過去の貸倒実績率を基礎に、外部環境等の変化が期末日現在に保有する債権の信用リスクに与える
影響を反映するよう、最近の回収状況を加味した予想貸倒率を用いて計上しております。

また、一部特定の債権につきましては、個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を貸倒引当金と
して計上しております。

・主要な仮定
決済代行サービスの未収入金は、主に一般消費者向けの物販・サービスを行う加盟店に提供する立

替払いから生じるものであり、加盟店における顧客に対する小口多数の購入債権から構成され、その
信用リスクは加盟店の顧客層及び販売促進の方針並びに当社グループによる立替時の審査及び督促管
理に影響を受けます。当連結会計年度においては、開拓に注力した新規加盟店の顧客の不払いが予想
以上に多く発生した一方で、立替時の審査及び督促管理の強化を図っており、将来の貸倒率は現状か
ら大きく上昇しないという仮定のもとに貸倒引当金を算定しております。

・翌連結会計年度に係る連結計算書類に及ぼす影響
貸倒見積高の見積りにあたっては最近の回収状況等を反映するよう考慮していますが、未収入金の

信用リスクは将来の景気動向等の予測困難な外部環境の変化に影響を受けるため、不確実性が伴いま
す。そのため、将来の信用リスクの変動によっては、翌連結会計年度以降の連結計算書類において認
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⑴　資産に係る減価償却累計額

有形固定資産 13,073百万円

当連結会計年度
期首株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発 行 済 株 式

普 通 株 式 35,098 － 683 34,415

合計 35,098 － 683 34,415

自 己 株 式

普 通 株 式 848 6 853 1

合計 848 6 853 1

決　議 株 式 の 種 類 配当金の総額
（ 百 万 円 ）

１ 株 当 た り
配当額（円） 基 準 日 効 力 発 生 日

2024年５月８日
取締役会 普通株式 616 18.00 2024年３月31日 2024年６月３日

2024年10月31日
取締役会 普通株式 826 24.00 2024年９月30日 2024年11月29日

決　議 株式の種類 配当金の総額
（ 百 万 円 ） 配 当 の 原 資 １ 株 当 た り

配当額（円） 基 準 日 効力発生日

2025年５月７日
取締役会 普通株式 946 利益剰余金 27.50 2025年

３月31日
2025年
６月２日

識する貸倒引当金の金額に重要な影響を与える可能性があります。

（連結貸借対照表に関する注記）

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

⑴　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１．普通株式の発行済株式の総数の減少683千株は、取締役会決議による自己株式の消却によるもの
であります。

２．普通株式の自己株式の増加６千株は、譲渡制限付株式の無償取得による増加６千株、単元未満株
式の買取りによる増加０千株であります。

３．普通株式の自己株式の減少853千株は、取締役会決議による自己株式の消却683千株、譲渡制限
付株式報酬としての自己株式の処分170千株によるものであります。

⑵　剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

－ 20 －



連結貸借対照表
計上額（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円）

①　投資有価証券（※２）

その他有価証券 2,359 2,358 △0

資産計 2,359 2,358 △0

デリバティブ取引（※3） 57 57 －

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）
非上場株式 8

非連結子会社及び関連会社株式 0

（金融商品に関する注記）

⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については一時的な余資を安全性の高い金融資産で運用し、また、資金調達

については、主に短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述するリス
クを回避するために利用し、投機的な取引は行いません。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である売掛金、未収入金は、顧客の債務不履行による信用リスクに晒されております。当該リ

スクに関しては、売掛金管理規程に従い、債権管理部門が顧客ごとの期日管理及び残高確認を行うととも
に、問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する
企業の株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

営業債務である買掛金、未払金は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日であります。また、その一部
には商品等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ
取引（為替予約取引）を利用してヘッジしております。

借入金は、主に短期的な運転資金に係る資金調達（原則として５年以内）であります。
デリバティブ取引の利用にあたっては、外貨建金銭債権債務の為替相場の変動リスクに対するヘッジを

目的とした為替予約取引に限定しております。
デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資

金担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。
なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等につい

ては、「連結注記表（重要なヘッジ会計の方法）」をご参照ください。
また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、資金担当部門が月次に資金繰計画を

作成するなどの方法により、流動性リスクを管理しております。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項

2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。

※１．現金及び預金、売掛金、未収入金、買掛金、未払金並びに未払法人税等は短期間で決済されるため時
価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

２．市場価格のない株式等は「①　投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対
照表計上額は以下のとおりであります。

3．デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
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区分 時価（百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券
　　株式
デリバティブ取引
　通貨関連

2,352

－

－

66

－

－

2,352

66
資産計 2,352 66 － 2,419

デリバティブ取引
　通貨関連 － 9 － 9

負債計 － 9 － 9

区分 時価（百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券
　　ゴルフ会員権 － 6 － 6

資産計 － 6 － 6

⑶　金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）１．時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル１の時価に分類しております。
一方で、当社が保有している株式方式のゴルフ会員権は、市場での取引頻度が低く、活発な

市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しておりま
す。

デリバティブ取引
　時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２
の時価に分類しております。
　為替予約等の振当処理によるものは 、ヘッジ対象とされている買掛金等と一体として処理
されており、当該買掛金等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注
記を省略しております。
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１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金及び預金 8,125 － － －
売掛金 11,863 － － －

未収入金 10,154 － － －

合計 30,143 － － －

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

リース債務 1 1 1 1 0 －

合計 1 1 1 1 0 －

（単位　百万円）

報告セグメント

ソリュー
ション
事業

通販
事業

ｅコマース
事業

グループ
管轄事業 計

売上高

商品の提供 11,315 38,834 14,484 － 64,634
サービスの
提供 18,627 159 572 37 19,396

外部顧客への
売上高 29,942 38,993 15,057 37 84,030

（注）２．金銭債権の連結決算日後の償還予定額
（単位　百万円）

（注）３．リース債務の連結決算日後の返済予定額
（単位　百万円）

（収益認識に関する注記）

⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
当社グループは、下記の５ステップアプローチに基づき、顧客への約束した財又はサービスの移転と交

換に当社グループが権利を得ると見込んでいる対価の金額を収益として認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する
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当連結会計年度期首 当連結会計年度末

返金負債 252 269

当連結会計年度期首 当連結会計年度末

契約負債 37 50

ソリューション事業、ｅコマース事業（旅行企画販売）
ソリューション事業では、主として通信販売事業者及びEC事業者に対し物流代行サービス等の通信販

売代行サービスを、ｅコマース事業のうち旅行企画販売では、主としてバスツアーの企画販売等を行って
おります。これらのサービス契約については、通常、サービスの提供が完了し、請求が可能となった時点
で収益を認識しております。これらのサービスについては、通常、短期のうちに支払期日が到来し、契約
に重大な金融要素は含まれておりません。また、アフィリエイト取引において、第三者による財又はサー
ビスの提供の手配を行う代理人としての業務を行っております。この代理人業務は、第三者から顧客へ財
又はサービスが提供された時に完了し、顧客から受け取る対価の額から当該第三者に支払う額を控除した
手数料の金額を収益として認識しております。

通販事業、ｅコマース事業（旅行企画販売を除く。）
通販事業及びｅコマース事業（旅行企画販売を除く。）では、主としてカタログやインターネットを通

じてアパレル、雑貨、化粧品等の商品販売を行っております。これらの商品販売取引では、通常、出荷時
から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であることから、出荷時に収益を認識
しております。当社グループは返品に応じる義務を負っており、顧客からの返品が発生することが予想さ
れます。商品が返品された場合、当社及び連結子会社は、当該商品の対価を返金する必要があります。こ
の将来予想される返品部分に関しては、過去の実績に基づいた将来発生しうると考えられる予想返金額に
より算定し、販売時に収益を認識せず、顧客への返金が見込まれる金額については、返金負債を計上して
おります。また、一部の連結子会社において、販売時にポイントを付与するサービスを提供しておりま
す。顧客に付与したポイントについては別個の履行義務として識別し、将来顧客により行使され履行義務
が充足されます。この将来使用されると見込まれる金額について、過去の実績に基づいた使用率で算定し
た予想使用見込額を契約負債として計上して取引価格から控除し、控除後の額を収益として認識しており
ます。これらの商品販売取引については、通常、短期のうちに支払期日が到来し、契約に重大な金融要素
は含まれておりません。

⑶　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①　返金負債

当社グループでは、商品販売に対し将来予想される返品部分に関しては、変動対価に関する定めに従っ
て、販売時に収益を認識せず顧客への返金が見込まれる金額について返金負債を計上しております。

また、顧客との契約から生じた返金負債の残高は以下のとおりです。
（単位　百万円）

（注）返金負債は連結貸借対照表上流動負債「その他」に計上しております。

②　契約負債
顧客との契約から生じた契約負債の残高は以下のとおりです。

（単位　百万円）

（注）１．契約負債は連結貸借対照表上流動負債「その他」に計上しております。
２．契約負債は主に顧客からの前受金及びポイント付与に伴う顧客のオプションに関連するもので

す。
３．当連結会計年度の期首現在の契約負債残高は、ほとんどすべて当連結会計年度の収益として認

識されています。

③　残存履行義務に配分した取引金額
当社グループにおいては、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、残存履行義務に

関する情報の記載を省略しております。なお、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれて
いない重要な金額はありません。
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⑴　１株当たり純資産額 1,059円78銭

⑵　１株当たり当期純利益 124円15銭

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

－ 25 －



（2025年３月31日現在）
（単位　百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工 具 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 出 資 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

24,775
7,938

 7,647
 3,212

 926
 697

 2,674
 1,885
 △204
15,950

 11,518
 5,533

 119
 112

 1
 113

5,631
5
0

 353
350

2
 4,078
 2,368
1,347

0
0

134
 230
 △2　

流 動 負 債 7,170
買 掛 金 886
関 係 会 社 短 期 借 入 金 1,747
リ ー ス 債 務 1
未 払 金 2,372
未 払 法 人 税 等 870
預 り 金 376
前 受 収 益 5
賞 与 引 当 金 409
そ の 他 500

固 定 負 債 1,183
リ ー ス 債 務 4
退 職 給 付 引 当 金  999
環 境 対 策 引 当 金  1
関係会社事業損失引当金  32
資 産 除 去 債 務 144

負 債 合 計  8,354
純 資 産 の 部

株 主 資 本  31,149
資 本 金  6,116
資 本 剰 余 金  7,332

資 本 準 備 金 7,332
利 益 剰 余 金 17,702

利 益 準 備 金  601
そ の 他 利 益 剰 余 金  17,100

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 32
別 途 積 立 金  5,040
繰 越 利 益 剰 余 金 12,027

自 己 株 式 △1
評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,221

その他有価証券評価差額金 1,181
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 40

純 資 産 合 計  32,371
資 産 合 計 40,725 負 債 純 資 産 合 計  40,725

Ⅲ．計算書類
１．貸　借　対　照　表

※記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 26 －



（ 2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで ）

（単位　百万円）
科 目 金 額

売 上 高 39,587
売 上 原 価 19,471

売 上 総 利 益 20,116
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 15,038

営 業 利 益 5,077
営 業 外 収 益

受 取 利 息 84
受 取 配 当 金 123
為 替 差 益 46
そ の 他 47 302

営 業 外 費 用
支 払 利 息 11
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 23
関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 繰 入 39
そ の 他 8 83
経 常 利 益 5,296

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 4
関 係 会 社 株 式 評 価 損 69 74

税 引 前 当 期 純 利 益 5,222
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,675
法 人 税 等 調 整 額 △27 1,647
当 期 純 利 益 3,574

２．損　益　計　算　書

※記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（ 2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで ）

（単位　百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資 本

準 備 金
その他資本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金
利 益
剰 余 金
合 計

固 定 資 産
圧 縮
積 立 金

別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 6,116 7,332 － 7,332 601 61 5,040  10,504 16,207 △815 28,841
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,442 △1,442 △1,442
当 期 純 利 益 3,574 3,574 3,574
固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 △28 28 － －

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 13 13 163 176
自 己 株 式 の 消 却 △650 △650 650 －
自己株式処分差損益の振替 637 637 △637 △637 －
株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － △28 － 1,523 1,494 814 2,308
当 期 末 残 高  6,116 7,332 － 7,332 601 32 5,040 12,027 17,702 △1 31,149

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 1,062 92 1,155 29,996
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,442
当 期 純 利 益 3,574
固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 －

自 己 株 式 の 取 得 △0
自 己 株 式 の 処 分 176
自 己 株 式 の 消 却 －
自己株式処分差損益の振替 －
株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額(純額) 118 △51 66 66

当 期 変 動 額 合 計 118 △51 66 2,375
当 期 末 残 高 1,181 40 1,221 32,371

３．株主資本等変動計算書

※記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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４．個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

⑴　資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
ⅰ）子会社株式 　移動平均法による原価法
ⅱ）その他有価証券

市場価格のない株式等 　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
以外のもの 動平均法により算定）
市場価格のない株式等 　移動平均法による原価法

②　棚卸資産
ⅰ）商品 　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）
ⅱ）貯蔵品 　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 　定率法
（リース資産を除く） 　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く。）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ６～38年
機械及び装置 ２～17年

②　無形固定資産 　定額法
（リース資産を除く） 　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づいております。
③　リース資産 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

⑶　引当金の計上基準

①　貸倒引当金 　売上債権、未収入金及び貸付金等の貸倒損失に備えるため、事業年
度末の一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し
ております。

②　賞与引当金 　使用人及び使用人としての職務を有する役員に対して支給する賞与
に充てるため、支給予定見積額の事業年度負担分を計上しておりま
す。

③　退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、事業年度末における退職給付債務
の見込額に基づき計上しております。

なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異は、発生時の事業年度に
全額費用処理しております。

④　環境対策引当金 　ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物の処理費用に充てるため、処
理費用見込額を計上しております。

⑤　関係会社事業損失引当金 　関係会社に対する投資等の損失に備えるため、関係会社に対する出
資金額及び貸付金額等を超えて負担が見込まれる額を計上しておりま
す。

⑷　収益及び費用の計上基準

　当社は、主としてカタログやインターネットを通じてのアパレル、雑貨、化粧品等の商品販売を行って
おります。これらの商品販売取引では、通常、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期
間が通常の期間であることから、出荷時に収益を認識しております。
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減損損失 －百万円
有形固定資産 11,518百万円
無形固定資産 353百万円

⑴　資産に係る減価償却累計額

有形固定資産 12,201百万円

短期金銭債権 3,021百万円
短期金銭債務 2,356百万円

売上高 740百万円
仕入高 366百万円
販売費及び一般管理費 1,191百万円
営業取引以外の取引高 73百万円

⑸　重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法 　繰延ヘッジ処理によっております。
なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理

によっております。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象 　ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引
③　ヘッジ方針 　外貨建金銭債権債務の為替相場の変動リスクをヘッジしておりま

す。
④　ヘッジ有効性評価の方法 　ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であ

り、かつヘッジ開始時及びその後も継続して、相場変動又はキャッシ
ュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することができるため、
ヘッジの有効性の判定は省略しております。

（会計方針の変更に関する注記）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下

「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首より適用しております。
法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第

20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定
める経過的な取扱いに従っております。なお、この会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記）

固定資産の減損に係る見積り
⑴　当年度の計算書類に計上した金額

⑵　計算書類利用者の理解に資するその他の情報
計算書類利用者の理解に資するその他の情報に関する注記については、連結計算書類「連結注記表　

（会計上の見積りに関する注記）⑴ 固定資産の減損に係る見積り ② 識別した項目に係る重要な会計上の
見積りの内容に関する理解に資する情報」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

（貸借対照表に関する注記）

⑵　関係会社に対する金銭債権、債務（区分表示したものを含む）

（損益計算書に関する注記）

⑴　関係会社との取引高
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当事業年度期首
株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当 事 業 年 度 末
株式数（千株）

普 通 株 式 848 6 853 1

投資有価証券評価損否認 795百万円
退職給付引当金否認 306百万円
賞与引当金否認 122百万円
減損損失 105百万円
返金負債否認 80百万円
減価償却超過額 68百万円
貸倒引当金繰入限度超過額 62百万円
未払事業税等 52百万円
株式報酬費用 47百万円
資産除去債務 44百万円
商品評価損否認 37百万円
未払賞与に係る社会保険料否認 20百万円
その他 52百万円

繰延税金資産小計 1,796百万円
評価性引当額 △1,070百万円
繰延税金資産合計 725百万円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 517百万円
返品資産否認 42百万円
その他 31百万円

繰延税金負債合計 591百万円
繰延税金資産の純額 134百万円

法定実効税率 29.86％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.64％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.10％
住民税均等割額等 0.26％
評価性引当額増減 0.60％
税率変更による期末繰延税金資産の増額修正 △0.17％
その他 0.46％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.55％

（株主資本等変動計算書に関する注記）

⑴　自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１．普通株式の自己株式の増加６千株は、譲渡制限付株式報酬の無償取得による増加６千株、単元未満
株式の買取りによる増加０千株であります。

２．普通株式の自己株式の減少853千株は、取締役会決議による自己株式の消却683千株、譲渡制限付
株式報酬としての自己株式の処分170千株によるものであります。

（税効果会計に関する注記）

⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

⑵　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
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種 類 会 社 等
の 名 称

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 の
内 容

取引金額
(百万円) 科 目 期末残高

(百万円)

子会社
株 式 会 社
ス ク ロ ー ル
３ ６ ０

(所有）
直接100.0

運 転 資 金 の 貸 付
役 員 の 兼 任

資 金 の 貸 付
利 息 の 受 取
利 息 の 支 払

658
12
0

短期貸付金
－
－

375
－
－

子会社 株 式 会 社
Ａ Ｘ Ｅ Ｓ

(所有）
直接100.0

運 転 資 金 の 貸 付
役 員 の 兼 任

資 金 の 貸 付
利 息 の 受 取

1,603
24

短期貸付金
－

1,399
－

子会社
株 式 会 社
ス ク ロ ー ル
ロジスティクス

(所有）
直接100.0

運 転 資 金 の 運 用
役 員 の 兼 任

資 金 の 借 入
利 息 の 支 払

377
0

短期借入金
－

422
－

子会社 株 式 会 社
も し も

(所有)
間接100.0

運 転 資 金 の 貸 付
役 員 の 兼 任

資 金 の 貸 付
利 息 の 受 取

469
7

短期貸付金
－

358
－

子会社 株 式 会 社
ミ ヨ シ

(所有)
間接100.0

運 転 資 金 の 運 用
役 員 の 兼 任

資 金 の 借 入
利 息 の 支 払

778
0

短期借入金
－

797
－

⑴　１株当たり純資産額 940円66銭

⑵　１株当たり当期純利益 104円00銭

⑶　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（2025年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したこ
とに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることにな
りました。

これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資
産及び繰延税金負債については、法定実効税率を29.86％から30.76％に変更し計算しております。

この変更により、当事業年度の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は６百万円
減少し、法人税等調整額（貸方）が９百万円増加し、その他有価証券評価差額金が15百万円減少してお
ります。

⑷　法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に
関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処
理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

（関連当事者との取引に関する注記）

⑴　子会社等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
資金の貸付・借入の金利については、市場金利を勘案して決定しております。また、反復的に取引を行っ

ている、資金の貸付・借入につきましては月末平均残高を取引金額として記載しております。

（収益認識に関する注記）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は連結計算書類「連結注記表（収益認識に関する注記）」に記載のと

おりです。

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 角 田 大 輔
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 田 中 勝 也

独立監査人の監査報告書
2025年５月７日

株式会社スクロール
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
浜松事務所

　監査意見
当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社スクロールの２０２４年４月１日から
２０２５年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社スクロール及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損
益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

Ⅳ．監査報告
１．連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関
する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以　　上
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 角 田 大 輔
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 田 中 勝 也

独立監査人の監査報告書
2025年５月７日

株式会社スクロール
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
浜松事務所

　監査意見
当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社スクロールの２０２４年４月１
日から２０２５年３月３１日までの第８４期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を
行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

２．計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
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監　査　報　告　書

当監査等委員会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第84期事業年度における
取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告
いたします。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会
決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役
及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①　監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からそ
の職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を
閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会
社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応
じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第3号イの基本方針及び同号ロの各
取組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検
討を加えました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた
めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。

３．監査等委員会の監査報告
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２．監査の結果

⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、
指摘すべき事項は認められません。

④　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に
関する基本方針は相当であると認めます。事業報告に記載されている会社法施行規則第
118条第3号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利
益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではな
いと認めます。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年５月７日
株式会社スクロール　監査等委員会
監査等委員長 村　瀨　　　司
監査等委員 宮　部　貴　之
監査等委員 宮　城　政　憲
監査等委員 一　杉　逸　朗
監査等委員 小　野　亜希子
監査等委員 馬　場　知瀨子

（注）監査等委員村瀨司、宮部貴之、宮城政憲、一杉逸朗、小野亜希子及び馬場知瀨子は、会社法第２条第15
号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上
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